
令和 2年度第4回久留米市情報公開・個人情報保護審議会（定例会）会議議事予定

（令和 2年 7月21日（火）午後 5時～ 場所：職員会館メルクス 3階会議室）

1 委員紹介

2 会長・副会長の選任

3 諮問案件の審謡

令和 2年国勢調査の実施に係る調森関係苫類・用品の保管、仕分け及び配送等業務を委託するに

当たり、調査員の氏名等の梢報を委託業者にオンライン結合によって提供することの公益上の必要

性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第 1項第 2号）について

4 令和元年炭情報公開・個人梢報保設制度迎用状況報告（通年）

5 令和元年度特定個人梢報の取扱いに関する監査結果報告

6 その他

【総務部総務課】



2
 



2総第 729号

令和 2年 7月 6日

久留米市梢報公1)廿・個人情報保渡'il,f議会会長 様

久留米市艮大久保勉

（総務課）

諮 間 ・1！ギ

久留米市([i,1人俯報保護条例第 24条の規定により、下記のことについて桂＼怖

議会の，意見を求めます。

凸舌＂

令和 2年国勢調査の実施に係る調査関係害類・用品の保管、仕分け及び配送

業務を委託するに当たり、調査員の氏名等の情報を委託業者にオンライン結合

によって提供することの公益上の必要性及び(f乱l人の権利利益の侵害の有無（条

例第 l0条第 1項第 2号）につしヽて
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［諮問案件］

令和 2年国剪調査の実施に係る調査関係溢類・用品の保管、仕分け及び配送等業務を 1

委託するに当たり、調査員の氏名等の情報を委託業者にオンライン結合によって提供す

ることの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵容の有無（条例第 10条第 1項第 2号）

について

【総務部総務課］

。業務概要

本年、統計法（平成 19年法律第 53号）に茄づぎ、全国一斉に「国勢調査」が実施さ

れる。 、

この国勢調査は、日本に住む全ての人を対象とした大規模調査で、大正 9年 (19 2 0 

年）から 5年毎に実施され、澗査結果は、衆蔽院小選挙区の改定、地方交付税の節定等の

法定人口として利用される他、国や地方自治体における各種の政策・行政施策の基礎浚料

等として幅広く活用される。

国勢調査の実施にあたっては、実際に調査に当たる調商員（約 1,600名）に対し、調査

朋係苔類や調査用品を配送する必要がある。

これまでは、市役所本庁舎内に作業のための部屋を確保し、市が臨時職員を1ii!用し、当

該臨時職員により、欄査槻係益類や潤査用品を調究員ごとに仕分けし、用品の梱包、配送

伝栗の作成、宅配業者への引渡し等の一連の業務を行っていた。

しかし、今回は、本庁舎内に作業のための部屋を確保することができず、加えて、過去

に作業に従布したことのある経験幾密な臨時職員から、体力の低下等を理由に断られるこ

とが続き、臨時職員を確保することも困難であった。

このような事俯から、仕分けや配送等の業務を業者に委託することとなった。

委託業者が、細査関係瞥類や調査用品を潤査員に適切に配送するためには、調査貝の氏

名、住所等の個人惜報に加え、調森員ごとの調査担当区城（調査区番号）や用品ごとの用

品数等の・惜報を委託業者に提供する必要があるが、これらの情報の提供をUSBの記録媒

体により行うものである。

〇公益上の必要性

配送対象者（潤査員）は約 1,600名であるが、調究員の情報を紙で委託業者に提供した

褐合、委託業者において隅査員の情報を屯子データ化する際に、入カミスが生じる可能性

が非常にil'Jjい。

調査員の氏名や住所に入カミスがあると•,円滑な配送に支船が生じる。
また、各閻査員が担当する担当調査区城（潤査区番号）に誤入力があると、配送する用

品数や担当区城等に誤りが生じ、多大な混乱を招き、国勢調査の実施に大きな支11章をきた

す。
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円滑かつ確実な菌政調査の実施のためには、澗査只の情報を、紙ではなく雹子データで

委託業者に提供する必要があり、オンライン結合等を行う公益上の必要がある。

0個人の権利利益を侵害するおそれについて

情報の受渡しの際、 USB内に格納されている電子データには暗号化処理を施す。また、

USBは、委託業者に匝接手渡しで提供する。

委託業務終了時には、データが格納されたUSBを委託業者から直接回収した上で、委

託業者が保有している疱子データが消去されたことを確認する。

〇提供する個人柑報の内容

郵便番号、住所、調査員氏名及び池話番号•

0実施時期

令和 2年 7月下旬以降（国から調俺用品が納品され次第実施予定）

， 
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令和元年度久留米市情報公開制度の運用状況

（平成 31年4月 1日～令和 2年 3月31日）

1 公文書の開示請求の内訳

令和元年度における公文書の開示請求は、: 4 5 9件でした。

開示の方法は、閲党請求が 10件、写しの交付請求が 33 2件、閲覧及び写しの交付請求が 1

1 7件となっています。

公文礼Fの開示訥求の内訳

諮求件数

（単位：件）

恨1院

459 10 
視聴 1写しの交付 1 閲覧及び写しの交付

O I 332 I 117 

2 公文書の開示請求に係る処理の内訳

令和元年度におけるIJfJ示請求 (45 9件）の処理の内訳をみると、開示したものが 23 5件、

不側示が2件、部分開示が 14 4件、存否応答拒否が 2件、不存在が 73件となっています。

なお、 2件の＇楷杏， h＇}求が行われています。

文，I｝：請求に係る処理の内訳

区分 請求件数
処理の内訳 湘

査1)Il示 不UI↓示 部餅If斥 存甜I否 不存任 取杓テ その他

（市内） 297 126 2 101 2 64 2 

゜
~i,J 

（市外） 1 (i 2 109 

゜
43 

゜
， I 

゜
求

合計 459 235 2 144 2 73 3 

゜
2 

（単位：件）

3 部分開示・不開示・存否応答拒否・不存在文書の内訳

令和元年度の'1’|粋|i公開請求で部分間示 (144件）とされたものの理由をみると、個人俯報（条

例第7条第 1号）が 10 5件、法人等Ii'J報（同条第 2号）が 90件、事務又は事業に関する情報

（同条第4号）が2件、法令秘等に関する梢報（同条第6号）が4件となっています。

また、不開示の件数は2件、存否応答拒否の件数は 2件、不存在の件数は 73件でした。
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部分開示••不開示・存否応答拒否・不存在文書の内訳

部分開示 (144件）

【実施機関：市長】

所管部．．課 件数 条例i4条の2該当号及び件数の内訳
~' ~ヽ

総合政策部 I 1号・ 2号両号該当 1 

1号 10 

2号 2 
総務部 18 
＇ 

1号・ 2号両号該当 5 

1号． 6号両号該当 1 
l 1号・ 3 

協働拙進部 ， 2号 2 

1号・ 2号両号該当 4 

1号 24 

2号 5 
市民文化部 34 

6 ij• 1 

1号・ 2号両号該当 4 

シテイプラザ総務 、2 1号・ 2号両号該当 2 

1号 5 

健康福祉部 10 2号 2 

1号・ 2号両号該当 3 

1号 2 

保健所
， 2号 2 

1号・ 2号両号該当 5 

子ども未来部 2 2号 2 

1号 l 
屎JJ':lifll 3 

1号・ 2号両号該当 2 

股政部
2号 2 

3 
1号・ 2号両号該当 1 

2 1j• 1 
商工観光労働部 2 

1号・ 2刃・jilij号該当 I 

1号 3 

2号 11 

都市建設部 23 1号・ 2号両号該当 6 

2号・ 4号両号該当 I 

1 号・ 2 号• 6号該当 2 

田主丸総合支所 3 2号 3 
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1号 I 

北野総合支所 3 2号 1 

1号・ 2号両号該当 1 

城島総合支所 I 2号 'I 

＝i猪総合支所 1 1号・ 2号両号該当 I 

【実施機関：企業管理者】

部課l ＇ 所管 し~：‘．: ＂ 件数 条例 14条の2該当号及び件数の内訳
~ ~ ．． ―,‘:＇』 :'.'.'』'.,-.．. 

9, '9・. ＇ , .''•'' 』

2号 2 
上下水道部 17 

1号・ 2号両号該当 15 

［実施機関：教育委員会】
．」ら；；・‘'’.....,..,, •.、,.,：ヽ 9,·な ti•:999 ～ヽゞ・•,:,

,9. .4..9• 99'· ヽ 1 ，ぶ9,．．，ぷ• ``9恥．；む認^．、 星1,．;.“・・ •,• .．9 , 49 .-9‘・'翌， i． ．． ， ＇, -．． ．．，. ． 『

r'ド ；．所管部門J』,/11II 舟亙‘) | ＇ ·条例i1•l!4，知の2該当号及び件数の内訳
"- ..．』•;;•,,、.、·9.,...... j. ．... ・.．. 

教脊部 3
 

旦
4号

-

l

 

2
 

※凡例 「条例 7条該当号」 （部分訓示等の理由）

l ⇒個人に関する1’lf報（第 1・号）

2 ⇒法人等にl!lilするIii報（第 2号）

3 ⇒湘議、検討等に関する情報（第 3号）

4 ⇒事務又は事業に1具）するNi報（第4号）

5 ⇒公共の安全罪に関する梢報（第 5号）

6 ⇒法令秘等に1対lする'ti'i恨（第 6号）

7 ⇒任；意提供に1関するが／報（第 7号）

8 ⇒社会的差別に1具lする俯報（第 8号）

不開示 (2件）

【尖施機関：市長】

市民文化部 1•件（条例第 1 4条の 2第1項第6号該当）

【実施機関：教育委員会】

教育部 1件（条例第 14条の 2第 1項第4号該当）

存否応答拒否 (2件）

【実施機関：市長】

保健所 1件、都市建設部 1件

，
 



不存在 (73件）

（実施機関：市長】

総務部 2 5件、市民文化部 3 3件、健康福祉部 4件、保健所 1件、都市建設部 3件

【実施機関：企業管理者】

上下水道部 2件

【実施機関：教育委員会】

教育部 4件

【実施機関：議会】

議会事務局 1件

4 一般の利用に供することを目的とする情報の提供

久留米市俯報公開条例における公文"fl}:以外の文湛（一般の利用に供することを目的とする1’l1J報

（都市計画図、道路台帳、官民撹界確定園、下水道台帳、行政資料など）をいう。）について、

久留米市梢報公開条例に規定する開示等請求手続とは別の手続により提供した梢報の件数は次

のとおりでした。

俯報提供の内訳

椒1婉

1. 255 

写しの交付

18, 000 

10 

刊行物有恨頒布

154 

（単位：件）

叶ロ

19, 409 



5 情報公開コーナー別公文書開示等請求状況

各情報公開コーナーの公文書開示請求状況は；市民文化部 83件で最も多く、次いで健康福祉

部保健所 67件、都市建設部 66件、総務部 59件、企業局上下水道部 47件、教育部 32件、健康

福祉部 17件、協働推進部 l6件等となっています。

情報公圃コーナー別請求件数 （単位：件）

実施機関 梢報公開コーナー l)fl示請求 梢報提供 計

市長 総合政策部梢報公開コーナー 1 2 3 

総務部情報公/!IIコーナー 59 

゜
59 

協働推進部梢報公開コーナー 16 

゜
16 

秘瞥出梢報公lI!lコーナー 1 

゜
I 

会計生1ft報公開コーナー I 

゜
I 

市民文化部梢報公間コーナー . 83 

゜
83 

シテイプラザ総務梢報公開コーナー 4 

゜
4 

健康伯濯：(1[11'i'ifl!公[)l・lコーナー 17 

゜
17 

健康hl柑l|：部保健所tli報公1Jl.)コーナー 67 

゜
67 

子ども木来部1lt報公1Jf)コーナー 2 

゜
2 

屎J}訊部情報公1)flコーナー 14 

゜
14 

股政部'1,i’1報公1)11コーナー 10 

゜
10 

1l附l．．．観光労働部情報公IJIIコーナー 5 

゜
5 

都市建設i,I|itli報公llflコーナー 66 6, 473 6, 539 

lll主丸総合支所が1報公開コーナー 11 

゜
11 

北野総合支所梢報公 1)f•J コーナー~ 3' 

゜
3 

城島総合支所情報公1)I・lコーナー 7 

゜
7 

三i!X総合丈i所情報公 1)f•l コーナー 4 

゜
4 

企業管理者 上下水道部梢報公1)f.lコーナー 47 12; 933 12, 980 

教脊委員会 教育部1.lt報公llflコーナー 32 

゜
32 

選堺管理委員会 選裕秤f，1！委且会事務局ilt報公IHJコーナー

゜ ゜ ゜公平委且会 公平委且会4)［務局ilf報公I)flコーナー

゜ ゜ ゜監究委員 監究委J.じli務I'，lilt報公IIりコーナー

゜
0. 

゜胆業委員会 股業委員会事務局梢報公1)1]コーナー

゜ ゜ ゜議会 議会事務局梢報公II}］コーナー 8 

゜
8 

土地1)l]発公社 土地Ijl]発公社情報公1Jllコーナー 1 1 2 

固定沢産評価審 固定汽産評価審杏委員会事務局梢報公開

査委員会事務局 コーナー

゜ ゜ ゜合計 、459 19, 409 19, 868 

注 「情報公開コーナー」とは、各部局 (26か所）の総務等に設置する情報公開の窓口をいう。
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6 審査請求の状況

令和元年度の審査請求件数は、 2件でした。

審査請求の状況

実の施処機分I悶
情報公1)り、個人1,j肝報保護審査会'

審査睛求の内容
諮llil年月日 答申年月日 答申内容

公文書不存在決定通知歯（令和元年 久留米市健康福祉部の行

8月 19日付け 1健総第 96号）に った公文書不存在決定は
不存在 RI. 9. 5 RI. 11. 1_2 

よる公文書不存在決定の1収消しを求 妥当である。

める。

公文書部分開示決定通知書（令和元
久留米市教育委且会の行

年8月 16日付け 1教総第68号）

による公文書部分開示決定により不
った公文書部分開示決定．

部分開示 Rl. 9. 10 RI. II. 12 
は妥当である。

開示とされた津福小学校の平成31 

年学力調査結果のIJIJ示を求める。

7 情報公開・個人情報保護審査会の状況

令和元年度は、 'li'i 喉1必、公 IJI•J •個人t,'I報保護帝査会を 4 回 OIl1祉しました。
梢報公開・個人1’{f報保，獲湘査会

回数 IIfIhi！日・場所 会艤内容及び諮間’J(項

1 令和元年 10月 3日 審究，t,'/求に I~\ する，\WIil] について（教育委且会）

市役所 308会議坐 ＇将杏，Ii'/求に1関する諮1111について ({ill/91ttiit1l:i}|I)

2 令和元年 io月 15日 '楷査ai'J求に関する諮11'，1について（教行委且会）

メルクス 2階会議宙 牝抒t,IIl求に関する諮l!IJについて（健康福祉部）

3 令和元年10月 31日 、//'墳，h’1求に1対lする諮間について（教行委li卸

市役所 308会議宙 神抒耀l求に1関する諮II'，1について（健康福祉部）

4 令和元年 11月 8日 審査附1求に1関する諮間について（教育委ji会）

市役所 305会議室 密査請求にIJ¥Iする諮IBJについて（健康稲祉部）

8 職員研修及び意識啓発の状況

平成 31年 4月 17日

平成 31年 4月25日

任期付非常勤職員への竹報公［Jり制度の研修

新規採用戦員への情報公開制度の研修
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令和元年度久留米市個人情報保護条例の運用状況

（平成 31年4月 1日～令和 2年 3月 31日）

1 個人情報業務の登録状況

実施機関からの個人情報保管等に係る業務の届出件数は、下記のとおりです。令和元年度の件数は、

登録が 5件、変更が 1件、廃止が 0件となっています。

（単位件）

実施機関 登録 変更 廃止

市長ヽ
5 I 

゜企業管理者

゜ ゜ ゜教育委は会

゜ ゜ ゜選挙性理委員会

゜ ゜ ゜公平委員会

゜ ゜
0 

監査委員

゜ ゜ ゜殷業委員会

゜ ゜ ゜固定資産評価審究委員会

゜ ゜
I 

. 0 

議会

゜ ゜ ゜土地開発公社

゜ ゜ ゜合計
5 1 

゜
別表 令和元年度個人'|̀I!i報業務の登録をした業務名

登緑
業務の名称 所秤課区分

1 
llfl始 ーハ柑親水公園防犯カメラ，I迂li’t事業 探l)；,1部1i阻，股i県

2 
1JIl始 六ツ門図，Iド餡施設内防犯カメラ訓像の保存及び管理 市民文化部中央図，い館

3 
1)I]始 市民活動団体邪との店具交換会 協働推巡部協働推進課

4 
llll始 久梢米シテイプラザ館内防犯カメラの訓像の保存及び 市民文化部久悧米シプイプラ

竹理 ザ施設巡営，｝股

5 
変更 感染症予防業務 環境部環境保全課

6 
開始 新型インフルエンザ等相談対応等に係る業務 健康福祉部保健所健康推進課
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2 目的外利用・外部提供の届出状況

令和元年度の目的外利用・外部提供の届出状況は、下記のとおりです。目的外利用が 15件、外部提供

が59 3件となっています。

実施機関 目的外利用 外部提供

市長 15 414 

企業管理者

゜
142 

教育委員会

゜
37 

選挙管理委員会

゜ ゜公平委員会

゜ ゜監杏委員会

゜ ゜農業委員会

゜ ゜固定沢瓶評価委員会

゜ ゜＇議会

゜ ゜土地[JIJ発公社

゜ ゜合計 15 593 

3 自己情報の開示等請求の状況

自己に関する個人ii'1報の開示請求状況は、下記のとおりです。

令和元年度の訥求件数は、 1)fl示，hり求 144件の内、閲覧45件、写しの交付 82件、 1l!1覧・写しの交

付 17件となっています。処埋状況は、全部承諾 10 5件、一部承諾 24件、拒否 2件、不存在 12件、

取下げ 1件となっています。

区分 請求件数
処理の内訳

承諾 一部承諾 拒否 不存在 取下げ

閲覧 45 43 1 1 

゜ ゜開 写しの交付 82 55 19 O' 7 1 
~ホ一

閲覧・写しの交付＇ 17 7 4 1 5 

゜視聴

゜゜ ゜゜ ゜ ゜訂正

゜゜ ゜゜ ゜ ゜利用の停止

゜゜ ゜゜ ゜ ゜消去

゜
O、

゜゜ ゜ ゜提供の停止

゜゜ ゜゜ ゜ ゜合計 144 105 24 2 12 1 
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一部承諾．拒否・不存在文書の内訳

一部承諾 (24件）

【実施機関：市長】

' .'•. " ． 条例14条の 2該当号及び件数の内訳所管部課‘・"、 '.｛生数
",  t 」

~ ~ ...  ¥『

＇し＇

1号

市民文化部 7 2号

1号・ 2号両号該当

健康福祉部 13 
1号

1号・ 2号両号該当

子ども未来部 2 
1号

1 号• 8号j,1,j乃該当

環災部 I l刃・

都市建設部 1 . I刃・

※凡例 「条例 14条の 2該当号」 （一部承諾の理由）

1 ⇒個人に関する'11り報（第 1号）

2 ⇒法人等に関する梢報（第 2号）

3 ⇒法令秘等に関する'ti'1報（第 3号）

4 ⇒国等からの委託等に1対する梢報（第4号）

5 ⇒帝議・検討節に1闊lする'h'i報（第 5号）

6 ⇒事務又は事業に1関する梢報（第 6号）

7 ⇒ 公共の安全罪に l½Iする '|'i'I報（第 7 号）

8 ⇒個人のii平f1lli等に関する梢報（第 8号）

不存在 (12件）

【実施機IJ!,I:市長】

協働椎進部 l件、市民文化部 9件、健康福祉部 l件、保健所 1件

拒否 (2件）

【実施機関：市長】

市民文化部 1件、健康幅祉部・1件

15 

4 

2 

l, 

8 

5 

I 

1 

1 

1 



4 審査請求の状況

令和元年度の審査請求件数は、 1件でした。

審査甜求の状況

審査請求の内容
実施機関 俯報公開・個人俯報保護審査会

』＇
．の処分 諮問年月日答叶1年月日 答申内容

個人h't報不存在通知祁（令和 2年2

月25日付け1建総第 42-4号）に
不存1£ R2. 3. 18 未確定 未確定

I .  

よりなされた処分の取泄し及び不存

在とされた個人情報の開示を求める。

5 情報公開・個人情報保護審議会の 状況

令和元年度は、梢報公開・個人'|青報保渡審議会を 4回開催しました。

回数 |IIlfit日・場所 会議内容及び諮II'，1事I[I

1 平成31年 4月 15日 諮II'，1案l'I：の湘議

市役所 303会議室 •在留外国人で、偽装滞任の疑いのある国民健康侃険の被保険者の1•i!J
/ 

報を地方入国管理h)に外ftll提供することの公益上の必媒性の有無

及び当該外部提供にII祭して本人通知を省略することの適否につい

て

•国民健1,It保険披保険i'r,hl：作成業務委，tEについて、被保険1Sの 11り報を

委，託累者にオンライン結合によって提供することについて、公益上

の必媒性及び個人の権利.J:11]名の役'，!iの(，i無（条例第 10条第 1Ji'i第

2号）について

•上下水氾料金の口／悧!kl咋デーダ受渡し業務において、フロッピーデ

ィスク邪',’Ii:子媒体の使J11が廃止されるため、市県民税節と同様にL

GWAN経山のデータ伝送を行い、金紬機1具lと上下水迎偲；業秤理シ

ステムをオンライン結合することについて、公益上＇の必要性及び個

人の権利利益の侵害の：（i無（条例第 10条第 1瑣第 2号）について

・選挙時にイI権釦こ郵送している投梨所入場券の作成業務を委託す

るに当たり、総合行政システムで管理している遥学人名簿の111報を

DVり:仰の氾録媒休にて提供することの可西について、公益上の必要

性及び11hl人の権利利益の役古の布無（条例第 10条第 1)j'i第2号）

について

・風しんの抗体検壺及び予防接種の案内状（クーポン券を含む。）の

送付業務を民間’Ji業者に委託するに当たり、対象者データの提供を

オンライン結合等 (CD-R) を用いて行うことに係る公益上の必要

性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第 1項第2号）

について

16 
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・「未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時•特別給付金」の支給業

務において、必要な児童扶養手当の受給者の情報を目的外利用する

ことの公益上の必要性の有無（条例第 9条第 3項第4号）について

•久留米市が集団健（検）診を実施するに当たり、健（検）診予約者

俯報及び受診者の過去の検診結果情報を健（検）診委託事業者に提

供するためのオンライン結合等を行うことについて、公益上の必要

性及び個人の権利利益の侵者の有無（条例第 10条第 1項第 2号），

について

,2 令和元年 7月 12日 諮問案件の審議 承認

市役所 308会議室 •本市が保有している食品営業許可業者、第一動物取扱業者及び理美

容業者に係る個人情報を佐賀税務署に対し、オンライン結合等に

より提出することの、公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の

有無（条例第 10条第 1項第 2号）について

ヽ ．令和元年 5月 13日付 1答申第 2号にて答申を受けた健（検）診予

約紅！f報及び受診者の過去の健，診結果梢報を健（検），診委託事業者

へ提供するためのオンライン結合等について、提供方法に伐lJ戒回綿

に接続できる専用端末を介した梢報提供を追加することの公益上

の必要性及び個人の権利利益の役害の有無（条例第 10条第 1項第

2号） について

•久り＇！米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用 iりに関する法律に）＆づく個人番・r1•の利用及び特定個人梢報の提

供に1闘する条例の一部改正について

・打線放送’li業アンケート，闊究実施に伴うアンケート対象行を抽出

するに当たり、市が保布する住民屈本台板の個人1•，!／報を目的外利

用することの公益上の必吸性のfi!！lt（条（911第9条第 3JJi)について

•久tfl米市立小学校の児派数拙計及び要因1111，1杏分析業務において、氏

名以外の住民基本俯報をオンライン結合によって委託業行に提供

することについて、公益上の必要性及び個人の権利利益の位害の有

無（条例第 10条第 1瑣第 2号）について

•特定個人情報 f~\,I!!ili刊11i,!! （全項目評価，1F)の帝杏について

・1附ll公1)11・個人1宵報保'](も制度平成 30年度迎用状況報告 (.iu年）

•平成 3 0年度特定個人梢報の取扱いに関する監代結果報告

3 令和元年 10月 11日 諮,~1案件の＇渚議 承認

市役所 308会議室 •生活支援課第 1 • 2課が生活保渡費の邪定事務を行うに当たって、

当課が所管する母子父子寡婦福祉資金貸付事業に関する個人情報

を目的外利用することに関し、公益上の必要の有無（条例第 9条第

3項第4号）について

・介護保険事業計画策定のための基礎閻査として実施している「久留

米市在宅介護実態調査Jの分析業務委託に当たり、介護保険受給者
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に係る介渡保険認定俯報の提供をオンライン結合等（磁気記録媒

体）により行うことについて、公益上の必要があるか否か、及び個

人の権利利益を侵害するおそれがあるか否かについて

•福岡県が実施する外国人の就業に係るアンケート調査において、

1 市が保有する住民払本台帳の個人情報を観光・国隙課が目的

外利用することの公益上の必要性の有無（条例第 9条第 3項第4

号）について

2 住民基本台帳の個人情報を観光・国際課が福岡県に外部提供

することの公益上の必要性の有無（条例第 9条第 3項第4号）に

ついて

4 令和 2年 1月23日 諮問案件の審議 承認

市役所 308会紐室 ・全国的な風しんの流行拡大に伴い、国が規定した追加的対策に対応

するため、市が管理する保健梢報システムの対象者データをオンラ

イン結合等により，受託者へ提供することにかかる公益上の必要性

及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第 1項第 2号）に

ついて

・市税、国民健康保険料、後期i¥'.liil愉者医療保険料邪の公租公課に係る

納付11U告業務を私人に委託するに当たり、委託事委託業者へ電子

媒体によりイII！告対象者の個人情報を提供することの公益上の必要

性及び個人の権利利益の位杏の有無（条例第 10条第 1項第 2号）

について

・ペイジーロ附振替受付サーピス祁入に伴い、納付省．納税者が指定

する預金口座に関する柑／報について、当該口）1りの金融機関とシステ

ム上でのオンライン結合等を行うことにかかる公益上の必要性及

び個人の権利利益の及',!fの有無（条例第 10条第 1.Jli第2号）につ

いて

•久悧米市が行う高齢者の保健 '1悶業と介渡予防の一体的な実施に係

る地戦の（建康課題の分析等市業について

1 高齢者の保健'11業と介殴予防の一体的な実施に係る地城の健

1，1t課題の分析に必要な国民健康保険被保険者の診療報酬明細•9!F 、
-

特定健診結呆、介護保1!9'!被保険者の介渡保険給付毀IIJ]細，！｝、保健

医療介設事業参加者リスト•りヽりを目的外利用することの公益上の

必要の有無（条例第 9条第 3項）及び目的外利用に係る本人通知

の省略の滝否（条例第 9条第4項）について

2 後期高齢者医旅被保険者の診療報酬明租111;1}、後期高齢健診結呆

等の情報を本人以外のものから収集することの公益上の必要の

有無（条例第 8条第 2項）及び当該情報収集に係る本人通知の省

略の可否（条例第 8条第 3項）について
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6 運用状況の公表

令和元年度の久留米市個人情報保護制度の運用状況は、令和元年 7月24日に久留米市告示

第 197号で公表しました。なお、久留米市のホームページ上においても公表しています。

7 職員研修及び意識啓発

平成 31年 4’月 17日

平成 31年 4月25日

令和 2年 2月 7日

任期付非常勤職員への個人情報保護制度の研修

新規採用職員への個人竹報保護制度の研修

市民課職員への個人情報保護制度の研修
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作成日：令和 2年7月 6日

特定個人情報の取扱いに関する監査結果

特定個人情報の取扱いに関する監査の結果は以下のとおりでした。

l．監査実施期間 令和 2年3月4日から令和 2年3月23日まで

2．監査員

3.監査範囲

下記メンバーでl}臨査を実施した。

所屈 氏名 担当

総務部総務課 岡本 昌和 監杏買任者

” 林田 有）Jll 監杏員

” 屯；9,1 大 FL 

” 仁田原暁 II 

＂ 1;［野杏奈 ” 
” 渡邊領 ＂ 

総務部梢恨政策課 相l!J!I ，浪光 ” 
” 大村安心t ” 
” 江口 智紀・・ II 

” 中道 健太 ＂ 

① 対象事務

久留米市において全項目，l’F1llliit又は重点項目評価野の作成が義務付けられている事

務
住民J，し本台帳に1具lする事務

地方税の徴収事務

個人住民税賦課に1関する事務

條自動車税賦課に1関する事務

健康，診代、各種検診、 1前科保健事業関係事務

② 対象課等
対象事務を尖施する課

市民課

秒ii|又翁り11Itj幽,m
市民税課

保健所健康推進課

保健所地城保健，｝県

田担L総合支所市民福祉課

北野総合支所市民福祉課

城島総合支所市民幅祉課

三瀦総合支所市民福祉課

耳納市民センター

筑邦市民センター

上律市民センター

高牟礼市民センター

千歳市民センター
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4．監査基準

5.監査目的

6.監査所見

7.監査結論

① 法律

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 等

② 条例

•久留米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

•久留米市個人情報保護条例 等

③ 規則

•久留米市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律に甚づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規則

•久留米市梢報セキュリティ規則
④ ガイドライン等

•特定個人'Ii'J報の適正な取扱いに関するガイドライン
•特定個人俯報保護評価齊

特定個人’l’1り報の）箇切な取扱いに関するガイドライン等により義務付けられている

特定個人俯報の取扱いに関する安全管理措腔が滴切に実施されているかについて監
査を行う。

下記の評価結果であった。

評価猜部

指摘事項

助言

監査の結呆、次のとおりであった。

判定

3件

0件

本市における特定個人梢報の取扱いに関する監究を実施した結果、監香晶準に照らし、 3件の

指摘事項があった。

本監査では、特定個人梢報保股評価における全項目評価及び咽点項目評価を実施した個人番号

利用事務を対象として、監査を尖施したが、直ちに特定個人’l'i'i報の揺えいその他の特定個人'ti'i恨
の安全の確保に係わる重大な事態、あるいは番号法に設けられた「特定個人'I’li報の利用制限」 「特

定個人'l'i'}報の安全管理措四等」及び「特定個人梢報の提供制限等」の保渡措i酋に対する巡反に発

展する可能性がある指摘はなかった。

しかしながら、特定個人他報等の取扱い、菅理を適切に行わなければならないという意識が蒋

い課も見受けられるため、これを機会に、職具の意識醸成等の取組を実施してもらいたい。

以上

22 



監査基準
［特定個人情報保護評価書）

個人住民税賦課に関する事務 全項目評価書

軽自動車税賦課に関する事務 重点項目評価書

健康診査、各種検診、歯科保健事業関係事務等 重点項目評価書

皿 リスク対策

リスク： 委託先における不正な使用等のリスク

委託契約，l｝中の特定個人’l胄報ファイルの取扱いに関する規定

規定の内容

4.特定個人'|ff報ファイルの取扱いの委託 委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関す
る規定

特定個人情報を含む全てのデータに対して以下のことを契約瞥に明品している。

・個人'|・,'I報の保渡の直吸性を認諜し、事務の実施にあたっては、個人の権利利益を侵害すること

のないよう、個人1’{f報())11父り扱いを適正に行わなければならない。

・委託業務の将手にあたり、従事者等の個人'11t報保渡に関する醤約；料を、甲に提出しなければな

らない。この場合において、記名は本人の『i．惰でなければならない。

・従事者等に対して、｛l：職中及び退職後において、 -l/J務に関して知り得た・h'I報をみだりに他に知

らせ、又は不当な目的に利Jllしてはならないことの他、｛I,';|人梢報の保護に関し必要な事項及び久

留米t|i個人俯報保護条例第34条又は第35条の規定に該当したJJJ合は罹Illllの適用あることを周

知するものとする。

·’足廷ー1等に •1• して、 Iii 人・ 19 』•i'1護に 1する認戦を高めるためのf. 11を半しに一可(/炉j:7ぶ序に

変更があったル今はそのli)斐）＇子い、 if1 に柑•紀実施に関する骰牛←lrを提 1} しなければならない。
・業務を行うために伯l人梢報を保有するときは、その業務の目的を明確にするとともに、業務目

的を達成するために必吸な範1111で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

・業務に関して知り得たfl,';I人'1-,'f報のiliiえい、滅失又は机傷の防止その他個人’ti'I報の適正な管理の

ために必要な措ii，tを構じなければならない。

・業務に関して知り得た個人梢報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供し
てはならない。

・業務に l¼I して知り得た個人'『f報について、保有する必要がなくなったときは、 jj'(g尖かつ速やか
に廃菓し、又は澗去しなければならない。

・個人'|{f報の授受、複製、返還、 11~痕を行うときは、定める様式に，記録し、承認を受けなければ
ならない。

・事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者
の指示に従うものとする。

【対象】

市民税課・ 1呆f建所健康推進課・保健1印地域保健課

【指摘事•.Ii]
特定個人が濯保渡評{Illi;i}:の，記載どおりに事務がなされていない部分があります。具体的には、シス

テムの巡Jll支援業務の委託を行っており、受託党者の従事者等に対して、 fl月人梢報保護に1具）する認股

を高めるための研修を半年に 1回（従事者等に変史があった場合はその都度）行わせ、受託業者に研

修実施に関する報告，りを提出させることを契約，l}に明品していることになっていますが、契約，Ifにそ

の旨の記載はないとのことであり、報告ifJ:の提出もなされていません。

次年度以降の契約祁の内容を見直すか、特定個人情報保護評価曹の修正を行ってください。
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